
栃木県バス運行対策費補助金交付要領 

 

第１章 総則 

 

 （趣旨） 

第１条 県は、県民の日常生活上必要な交通手段としての県内の乗合バス路線のうち、特に広域的幹

線的路線の維持確保を図るため、国が補助する系統について県と関係市町村との役割分担に基づき、

関係市町村と協調して、栃木県バス運行対策費補助金（以下「補助金」という。）を交付するものと

し、当該補助金については、栃木県補助金等交付規則（昭和３６年栃木県規則第３３号。以下「規

則」という。）及び栃木県補助金等交付規則の規定による補助金等の名称等（昭和４７年栃木県告示

第３５４号）に規定するもののほか、この要領の定めるところによる。 

  （定義） 

第２条  この要領において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 乗合バス事業者 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イの一般乗合旅客自

動車運送事業を経営する者をいう。 

(2) 協議会 地域における生活交通の確保のため県が主体となり、関東運輸局、市町村及び関係事

業者等の構成員によって設置された栃木県生活交通対策協議会をいう。 

(3) 国庫補助金交付要綱 地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（平成２３年３月３０

日国総計第９７号、国鉄財第３６８号、国鉄業第１０２号、国自旅第２４０号、国海内第１４９

号、国空環第１０３号）をいう。 

(4) 生活バス路線 協議会において地域住民の生活に必要な系統であるかどうか及び関係市町村と

当該系統を運行する乗合バス事業者との適切な協力関係に基づき運行されるかどうかについて、

知事及び関係市町村長の意見を聴いた上で、地域住民の生活に必要な旅客自動車輸送の確保のた

めに、維持・確保が必要と認められ、知事が指定したものをいう。ただし、次に掲げるすべての要

件を満たすものに限る。 

ア 次のいずれにも該当しないもの 

(ｱ) 単一の市町村内を運行する系統であって、鉄道駅と広域拠点施設（総合病院、高等学校、大

学及び大規模商業施設等をいう。）を連絡する系統でないもの（国庫補助金交付要綱第７条に

より策定する生活交通ネットワーク計画（当該計画に代えて策定される地域間幹線系統確保

維持改善計画を含む。）に含まれるものを除く。） 

(ｲ) 高速バス、急行バス、季節運行又は定期観光等の系統 

(ｳ) 市町村等からの委託を受けて運行する系統 

イ 他の公共交通との接続等公共交通ネットワークに配慮した系統 

ウ 地域住民の需要に応じた運行を行う系統 

エ 路線の新規運行又は変更に当たり、協議会に事前照会しているもの 

(5) 補助対象期間 補助金の交付を受けようとする会計年度（財政法（昭和２２年法律第３４号）

第１１条に規定する会計年度をいう。以下同じ。）の９月３０日を末日とする１年間をいう。 

(6) 特定課題系統 協議会において、生活バス路線であって次に掲げる事項に該当するもののうち、

補助金の交付実績等を勘案して、優先的に改善すべき系統と認められ、知事が選定したものをい

う。 

ア 系統延長がおおむね２０キロメートルを超えるもの 

イ １日当たりの運行回数がおおむね３回以上のもの 

ウ その他協議会が必要と認めたもの 
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(7) 改善計画 乗合バス事業者が特定課題系統の見直し、改善の取組を行うに当たって、運行の効

率化を図るために利用者ニーズを踏まえて策定する計画をいう。 

(8) 輸送量 次式によって算出された数値をいう。 

    平均乗車密度×運行回数 

(9) 地域キロ当たり標準経常費用 乗合バス事業の運賃原価算定基準により算定された補助金の交

付を受けようとする会計年度の前年度における乗合バス事業の標準原価に基づき算出される地方

民営乗合バス事業者の北関東ブロック（国庫補助金交付要綱別表１に定める補助ブロックのうち

栃木県が含まれるブロックをいう。）における実車走行キロ１キロメートル当たりの標準経常費

用（この号において「地域実績キロ当たり標準経常費用」という。）を基礎として、過去３年間を

平均して得られた額をいう。 

(10) 乗合バス事業者キロ当たり経常費用 補助対象期間の乗合バス事業の経常費用を補助対象期

間の実車走行キロ数で除した１キロメートル当たりの経常費用をいう。 

(11) キロ当たり補助対象経常費用 第９号の地域キロ当たり標準経常費用と前号の乗合バス事業

者キロ当たり経常費用とを比較し、いずれか少ない方の額をいう。 

(12) 補助対象経常費用 前号のキロ当たり補助対象経常費用の額に補助対象系統の実車走行キロ

数を乗じて得た額をいう。 

(13) 特定課題系統キロ当たり経常収益 補助対象期間の特定課題系統の経常収益を補助対象期間

の実車走行キロ数で除した１キロメートル当たりの経常収益をいう。 

(14) 特定課題系統キロ当たり欠損額 乗合バス事業者キロ当たり経常費用から特定課題系統キロ

当たり経常収益を控除した額をいう。 

(15) 国庫補助対象経費の額 国庫補助金交付要綱第６条の規定により算出した補助対象経費の額

をいう。 

 （生活バス路線の指定） 

第３条 生活バス路線の指定を受けようとする乗合バス事業者は、第１号様式による指定申請書に所

定の書類を添えて、補助金の交付を受けようとする会計年度の前年度の７月２０日までに、知事に

提出するものとする。 

２ 生活バス路線の指定の変更をしようとする乗合バス事業者は、随時、第１号の２様式による生活

バス路線指定変更申請書を提出するものとする。 

３ 知事は前２項の規定による申請が行われた場合において、当該申請に係る内容が適切であると認

められるときは、生活バス路線の指定又は指定の変更（以下「指定等」という。）を行い、第２号様

式によりその旨を通知するものとする 

 （生活バス路線の運行計画の作成等） 

第４条 前条第１項の申請をする乗合バス事業者は、指定を受けようとする期間に係る当該系統の運

行計画を作成し、知事に提出しなければならない。同条第２項により指定の変更をしようとすると

きも、同様とする。 

２ 前条第３項の指定等を受けた乗合バス事業者は、前項の運行計画に記載された運行を実施しなけ

ればならない。 

 （生活バス路線の指定の取消し） 

第５条 知事は、第３条第３項の指定等を行った生活バス路線について、次に掲げる事項のいずれか

に該当すると認めるときは、当該指定等を取り消すことができる。 

(1) 生活バス路線の要件に該当しなくなったとき。 

(2) 前条第１項の運行計画に基づく運行を実施しなかったとき。ただし、天災その他やむを得ない

事情がある場合にはこの限りではない。 
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(3) その他生活バス路線として不適切であると認められるとき。 

２ 関係市町村長又は当該系統を運行する乗合バス事業者は、知事に対し、前項の生活バス路線につ

いて、前項各号のいずれかに該当する旨を申し出ることができる。 

 

第２章 バス運行対策費補助金 

 

 （補助対象系統） 

第６条 補助対象系統は、生活バス路線のうち、次に掲げるすべての要件を満たすものとする。 

(1) 複数市町村にまたがるもの。ただし、この要件成否は、平成１３年３月３１日における市町村

の状態に応じて決定するものとする。 

(2) １日当たりの輸送量が１５～１５０人のもの 

(3) １日当たりの運行回数が３回以上のもの。ただし、協議会が認めた場合は、平日１日当たりの

運行回数が３回以上のもの 

(4) 国庫補助金交付要綱別表３に定める広域行政圏の中心市町村への需要に対応して設定されるも

の、県庁所在地への需要に対応して設定されるもの又は、それ以外の市町村であって、総合病院等

医療機関、学校等の公共施設及び商業施設等が存在するなど、広域行政圏の中心市町村に準ずる

生活基盤が整備されていると認められるものとして、協議会が認めたもの 

(5) 補助対象期間に当該系統の運行によって得た経常収益の額が同期間の当該系統の補助対象経常

費用に達していないもの 

(6) 経常収益が経常費用の１１／２０以上の系統又は、経常収益が経常費用の１１／２０に満たな

い系統で、市町村が補助することにより経常収益並びに市町村の補助額の合計額が経常費用の１

１／２０に相当する額に達するもの 

(7) 国庫補助金交付要綱第１２条に基づく国の補助対象系統であるもの 

 （補助対象事業者） 

第７条 補助対象事業者は、栃木県内で生活バス路線を運行する乗合バス事業者とする。 

 （補助対象経費の額） 

第８条  補助対象経費の額は、補助対象経常費用と経常収益との差額とする。ただし、補助対象経常費

用の９／２０に相当する額を限度とする。また、他の運行系統との競合区間の合計が５０％以上の

生活バス路線であって、当該競合運行系統の輸送量の和が１日当たり１５０人を超えるものに係る

補助対象経費の額は、次式により計算された額とする。 

  当該生活バス路線の補助対象経常費用と経常収益との差額× 

当該生活バス路線の総キロ程－競合区間に係るキロ程 

当該生活バス路線の総キロ程 

２ 補助対象経費の額は、平均乗車密度が５人未満の生活バス路線については、当該運行系統の輸送

量を５人で除した数値（端数切り捨て）を運行回数とみなした場合の当該運行回数分に相当する額

とする。 

３ 前２項により算定した補助対象経費の額が、国庫補助対象経費の額を超える生活バス路線におい

ては、補助対象経費の額は、前２項の規定にかかわらず、当該国庫補助対象経費の額を限度とする。

ただし、当該補助対象経費の額と国庫補助対象経費の額との差額の１／２について、市町村が補助

する場合には、当該補助対象経費の額に当該差額を加算した額を限度とする。 

 （補助対象系統の要件成否の決定） 

第９条 補助対象系統の要件成否は、当該補助対象期間の末日における状態に応じて決定するものと

する。 
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 （補助金の交付の申請） 

第１０条 補助金の交付を受けようとする者は、第３号様式による栃木県バス運行対策費補助金交付

申請書に次に掲げる書類を添えて補助金の交付を受けようとする会計年度の１１月２０日までに知

事に提出するものとする。 

(1) 補助対象期間に係る旅客自動車運送事業等報告規則（昭和３９年運輸省令第２１号）第２条第

２項の事業報告書及びこれに関連する必要な事項を記載した書類 

(2) 第３号の２様式による補助対象期間に係る運行系統別輸送実績及び平均乗車密度算定表（補助

対象系統に係るものに限る。） 

(3) 第３号の３様式による市町村負担額（第６条第６号後段及び第８条第３項の規定により市町村

負担が生じるものに限る。） 

(4) 第４号様式による事業評価結果シート 

 （事業評価の実施） 

第１１条 前条の申請をする乗合バス事業者は、申請系統の補助対象期間における運行状況等につい

て評価を行い、第４号様式による事業評価結果シートを知事に提出しなければならない。 

 （補助金の交付額） 

第１２条 補助金の交付額は、予算の範囲内において、補助対象経費の１／２に相当する額以内で知

事が定める額とする。 

 （補助金の交付の決定及び額の確定等） 

第１３条 知事は、第１０条の規定により提出された申請書を審査の上、これを正当と認めるときは、

補助金の交付の決定及び額の確定を行い、すみやかに当該申請者にその旨を通知する。 

 （補助金の交付の周知） 

第１４条 補助金の交付を受けた乗合バス事業者は、補助金交付系統を運行する車内に国及び県等か

らの補助を受けている旨の掲示をしなければならない。 

 （補助金の経理等） 

第１５条 補助金の交付を受けた乗合バス事業者は、補助金に係る経理について、他の経理と明確に

区別した帳簿を備え、その収支状況を明らかにしておくものとする。 

２ 前項の帳簿及び補助金の経理に係る証拠書類は、補助金の交付を受けた日の属する会計年度の

終了後５年間保存しておくものとする。 

 （補助金の交付の取り消し及び返還） 

第１６条 知事は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助

金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還

を命ずることができる。 

(1) 本要領の規定に違反したとき。 

(2) 補助金の交付の決定の条件に違反したとき。 

(3) 補助金交付申請書に虚偽の記載をしたとき。 

 （適用除外） 

第１７条 規則第１１条から第１５条までの規定は適用除外とする。 

 

第３章 特定課題系統に係る特例 

 

 （特定課題系統の選定） 

第１８条 知事は、協議会の協議結果を踏まえて、特定課題系統を選定し、当該系統を運行する乗合バ

ス事業者にその旨を通知するものとする。 
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２ 特定課題系統の選定は、１回の選定において１乗合バス事業者につき１系統を原則とする。 

３ 知事は、第１項の選定を行った日が属する会計年度から起算して３年間は、同一事業者が運行す

る他の系統について特定課題系統の選定を行わないものとする。 

 （改善計画の承認） 

第１９条 特定課題系統を運行する乗合バス事業者は、当該特定課題系統の見直し、改善の取組等を

記載した改善計画を策定し、知事の承認を受けなければならない。 

２ 前項の承認を受けようとする乗合バス事業者は、第５号様式による改善計画承認申請書に第５号

の２様式による改善計画書を添付して、当該改善計画に基づく見直し、改善の取組を開始する日が

属する補助対象期間の直前の４月末日までに、知事に提出するものとする。 

３ 第１項の改善計画の変更をしようとする乗合バス事業者は、第５号の３様式による改善計画変更

申請書を知事に提出するものとする。 

４ 知事は、前２項の規定による申請が行われた場合に、当該申請に係る内容が次に掲げる事項を勘

案して適当であると認められるときは、協議会の協議結果を踏まえて、計画又は変更の承認を行い、

その旨を通知するものとする。 

(1) 計画に記載した取組内容の妥当性 

(2) 収支目標の適切性 

５ 乗合バス事業者は、前項の承認を受けた改善計画の取組を実施しなければならない。 

 （インセンティブ補助金） 

第２０条 特定課題系統については、前章の補助金のほか、インセンティブ補助金を交付することと

する。 

２ 前項の補助対象系統は、次に掲げる要件のすべてを満たすものとする。 

(1) 前条に規定する改善計画の承認を受けること。 

(2) 承認を受けた改善計画の取組を実施すること。 

(3) 承認を受けた改善計画の収支目標を達成すること。 

(4) 特定課題系統キロ当たり欠損額が基準期間（改善計画の取組を開始した日の属する補助対象期

間の前補助対象期間をいう。以下同じ。）の特定課題系統キロ当たり欠損額を下回ること。 

 （補助対象事業者） 

第２１条 補助対象事業者は、前条第２項に該当する特定課題系統を運行する乗合バス事業者とする。 

 （補助対象経費の額） 

第２２条 補助対象経費の額は、次の各号に掲げる式により得られた額とする。ただし、第２号の規定

は、乗合バス事業者キロ当たり経常費用が地域キロ当たり標準経常費用を下回っている場合に適用

する。 

(1) ｛（特定課題系統キロ当たり経常収益－基準期間における特定課題系統キロ当たり経常収益）

＋（基準期間におけるキロ当たり補助対象経常費用－キロ当たり補助対象経常費用）｝×実車走行

キロ×２０％ 

(2) （地域キロ当たり標準経常費用－乗合バス事業者キロ当たり経常費用）×実車走行キロ×１０％ 

２ 第８条第１項また書及び同条第２項の規定は、前項の補助対象経費の額について準用する。 

３ 第１項の規定は、改善計画に基づく見直し、改善の取組を開始する日が属する補助対象期間に係

る補助金の交付を受けようとする会計年度から起算して３年間に限り適用する。 

 （補助金の交付の申請） 

第２３条 補助金の交付を受けようとする者は、第１０条の規定によるほか、次に掲げる書類を補助

金の交付を受けようとする会計年度の１１月２０日までに知事に提出するものとする。 

(1) 第６号様式による実績報告書 
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 （補助金の交付額） 

第２４条 補助金の交付額は、予算の範囲内において、補助対象経費の額以内で知事が定める額とす

る。 

２ 特定課題系統について、第１０条の補助金の交付の申請があった場合において、次の各号に掲げ

る事項のいずれかに該当すると認められるときは、第１２条中「１／２」を「１／３」と読み替えて

適用する。 

(1) 当該特定課題系統の選定の日から３年を経過した日が属する補助対象期間の翌補助対象期間の

末日までの間に第１９条第４項の承認を得られないとき。 

(2) 前号の期間において承認を受けた改善計画の取組が実施されていないとき。 

 （準用規定） 

第２５条 第１３条から第１７条までの規定は、本章の補助について準用する。 

 

   附 則 （平成１３年１１月３０日交第９９号） 

１ この要領は、平成１３年度から適用する 

  ただし、平成１３年度の補助対象期間のうち、平成１２年１０月１日から平成１３年３月３１日

までの期間については「栃木県バス路線維持費補助金交付要領」に基づいて補助するものとする。 

２ 平成１３年度において、補助金交付申請に係る第７条及び第１４条中「１１月１５日まで」とある

のは「１２月１８日まで」とする。 

 

   附 則 （平成１４年９月１９日交第６９号） 

 この要領は、平成１４年度から適用する。 

 

   附 則 （平成１５年１０月２１日交第１０２号） 

 この要領は、平成１５年度から適用する。 

 

   附 則 （平成１６年９月１６日交第８８号） 

 この要領は、平成１６年度から適用する。 

 

   附 則 （平成１７年７月２１日交第７５号） 

 この要領は、平成１７年度から適用する。 

 

   附 則 （平成１８年６月２６日交第５３号） 

 この要領は、平成１８年度から適用する。 

 

   附 則 （平成１９年７月１０日交政第１２８号） 

１ この要領は、平成１９年度から適用する。 

 

   附 則 （平成２１年３月２７日交政第２３７号） 

 この要領は、平成２１年度から適用する。 

 

   附 則 （平成２２年３月２６日） 

 この要領は、平成２２年４月１日から適用する。 
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   附 則 （平成２３年４月１日） 

１ この要領は、平成２３年４月１日から適用する。 

２ この要領は、平成２５年度分限り、その効力を失う。 

 

   附 則 （平成２３年６月１日） 

１ この要領は、平成２３年６月１日から適用する。ただし、平成２３年度分の補助金については、な

お従前の例による。 

 

   附 則 （平成２５年４月１日） 

 この要領は、平成２６年度分の補助金から適用する。 

 

   附 則 （平成２６年３月２８日） 

１ この要領は、平成２７年度分の補助金から適用し、平成２６年度分の補助金については、なお従前

の例による。 

２ この要領は、平成３０年度分限り、その効力を失う。 

 

   附 則 （平成３０年６月１２日） 

１ この要領は、平成３１年度分の補助金から適用し、平成３０年度分の補助金については、なお従前

の例による。 

２ この要領は、平成３３年度分限り、その効力を失う。 

 
  附 則 （令和３年３月１０日） 

令和２年度分の補助金におけるこの要領の適用については、以下のとおりとする。 

(1) 令和元年度にこの補助金又は栃木県生活バス路線維持費補助金の交付決定を受けた系統につ

いては、第６条第２号及び第３号の規定は、適用しない。 

(2) 令和元年度にこの補助金又は栃木県生活バス路線維持費補助金の交付決定を受け、かつ、同年

度の平均乗車密度が５人以上であった系統については、第８条第２項の規定は、適用しない。 

(3)  第 10 条の規定の適用については、「補助金の交付を受けようとする会計年度の 11 月 20 日」

とあるのは、「知事が定める日」とする。 

 

   附 則 （令和３年９月３０日） 

１ この要領は、令和４年度分の補助金から適用する。 

２ この要領は、令和６年度分限り、その効力を失う。 

 

   附 則 （令和４年３月８日） 

令和３年度分の補助金におけるこの要領の適用については、以下のとおりとする。 

(1) 令和元年度にこの補助金又は栃木県生活バス路線維持費補助金の交付決定を受けた系統につ

いては、第６条第２号及び第３号の規定は、適用しない。 

(2) 令和元年度にこの補助金又は栃木県生活バス路線維持費補助金の交付決定を受け、かつ、同年

度の平均乗車密度が５人以上であった系統については、第８条第２項の規定は、適用しない。 

(3)  第 10 条の規定の適用については、「補助金の交付を受けようとする会計年度の 11 月 20 日」

とあるのは、「知事が定める日」とする。 
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栃木県生活バス路線維持費補助金交付要領 

 

第１章 総則 

 

 （趣旨） 

第１条 県は、県民の日常生活上必要な交通手段としての県内の乗合バス路線の維持確保を図るため、

県と関係市町村との役割分担に基づき、関係市町村と協調して栃木県生活バス路線維持費補助金（以

下「補助金」という。）を交付するものとし、当該補助金については、栃木県補助金等交付規則（昭

和３６年栃木県規則第３３号。以下「規則」という。）及び補助金等の名称等を定める告示（昭和４

７年栃木県告示第３５４号。以下「告示」という。）に規定するもののほか、この要領の定めるとこ

ろによる。 

  （定義） 

第２条  この要領において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 乗合バス事業者 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イの一般乗合旅客自

動車運送事業を経営する者をいう。 

(2) 協議会 地域における生活交通の確保のため県が主体となり、関東運輸局、市町村及び関係事

業者等の構成員によって設置された栃木県生活交通対策協議会をいう。 

(3) 国庫補助金交付要綱 地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（平成２３年３月３０

日国総計第９７号、国鉄財第３６８号、国鉄業第１０２号、国自旅第２４０号、国海内第１４９

号、国空環第１０３号）をいう。 

(4) 生活バス路線 協議会において地域住民の生活に必要な系統であるかどうか及び関係市町村と

当該系統を運行する乗合バス事業者との適切な協力関係に基づき運行されるかどうかについて、

知事及び関係市町村長の意見を聴いた上で、地域住民の生活に必要な旅客自動車輸送の確保のた

めに、維持・確保が必要と認められ、知事が指定したものをいう。ただし、次に掲げるすべての要

件を満たすものに限る。 

ア 次のいずれにも該当しないもの 

(ｱ) 単一の市町村内を運行する系統であって、鉄道駅と広域拠点施設（総合病院、高等学校、大

学及び大規模商業施設等をいう。）を連絡する系統でないもの（国庫補助金交付要綱第７条に

より策定する生活交通ネットワーク計画（当該計画に代えて策定される地域間幹線系統確保

維持改善計画を含む。）に含まれるものを除く。） 

(ｲ) 高速バス、急行バス、季節運行又は定期観光等の系統 

(ｳ) 市町村等からの委託を受けて運行する系統 

イ 他の公共交通との接続等公共交通ネットワークに配慮した系統 

ウ 地域住民の需要に応じた運行を行う系統 

エ 路線の新規運行又は変更に当たり、協議会に事前照会しているもの 

(5) 補助対象期間 補助金の交付を受けようとする会計年度（財政法（昭和２２年法律第３４号）

第１１条に規定する会計年度をいう。以下同じ。）の９月３０日を末日とする１年間をいう。 

(6) 特定課題系統 協議会において、生活バス路線であって次に掲げる事項に該当するもののうち、

補助金の交付実績等を勘案して、優先的に改善すべき系統と認められ、知事が選定したものをい

う。 

ア 系統延長がおおむね２０キロメートルを超えるもの 

イ １日当たりの運行回数がおおむね３回以上のもの 

ウ その他協議会が必要と認めたもの 
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(7) 改善計画 乗合バス事業者が特定課題系統の見直し、改善の取組を行うに当たって、運行の効

率化を図るために利用者ニーズを踏まえて策定する計画をいう。 

(8) 地域キロ当たり標準経常費用 乗合バス事業の運賃原価算定基準により算定された補助金の交

付を受けようとする会計年度の前年度における乗合バス事業の標準原価に基づき算出される地方

民営乗合バス事業者の北関東ブロック（国庫補助金交付要綱別表１に定める補助ブロックのうち

栃木県が含まれるブロックをいう。）における実車走行キロ１キロメートル当たりの標準経常費

用（この号において「地域実績キロ当たり標準経常費用」という。）を基礎として、過去３年間を

平均して得られた額をいう。 

(9) 乗合バス事業者キロ当たり経常費用 補助対象期間の乗合バス事業の経常費用を補助対象期間

の実車走行キロ数で除した１キロメートル当たりの経常費用をいう。 

(10) キロ当たり補助対象経常費用 第８号の地域キロ当たり標準経常費用と前号の乗合バス事業

者キロ当たり経常費用とを比較し、いずれか少ない方の額をいう。 

(11) 補助対象経常費用 前号のキロ当たり補助対象経常費用の額に補助対象系統の実車走行キロ

数を乗じて得た額をいう。 

(12) 特定課題系統キロ当たり経常収益 補助対象期間の特定課題系統の経常収益を補助対象期間

の実車走行キロ数で除した１キロメートル当たりの経常収益をいう。 

(13) 特定課題系統キロ当たり欠損額 乗合バス事業者キロ当たり経常費用から特定課題系統キロ

当たり経常収益を控除した額をいう。 

 （生活バス路線の指定） 

第３条 生活バス路線の指定を受けようとする乗合バス事業者は、第１号様式による指定申請書に所

定の書類を添えて、補助金の交付を受けようとする会計年度の前年度の７月２０日までに、知事に

提出するものとする。 

２ 生活バス路線の指定の変更をしようとする乗合バス事業者は、随時、第１号の２様式による生活

バス路線指定変更申請書を提出するものとする。 

３ 知事は前２項の規定による申請が行われた場合において、当該申請に係る内容が適切であると認

められるときは、生活バス路線の指定又は指定の変更（以下「指定等」という。）を行い、第２号様

式によりその旨を通知するものとする。 

 （生活バス路線の運行計画の作成等） 

第４条 前条第１項の申請をする乗合バス事業者は、指定を受けようとする期間に係る当該系統の運

行計画を作成し、知事に提出しなければならない。同条第２項により指定の変更をしようとすると

きも、同様とする。 

２ 前条第３項の指定等を受けた乗合バス事業者は、前項の運行計画に記載された運行を実施しなけ

ればならない。 

 （生活バス路線の指定の取消し） 

第５条 知事は、第３条第３項の指定等を行った生活バス路線について、次に掲げる事項のいずれか

に該当すると認めるときは、当該指定等を取り消すことができる。 

(1) 生活バス路線の要件に該当しなくなったとき。 

(2) 前条第１項の運行計画に基づく運行を実施しなかったとき。ただし、天災その他やむを得ない

事情がある場合にはこの限りではない。 

(3) その他生活バス路線として不適切であると認められるとき。 

２ 関係市町村長又は当該系統を運行する乗合バス事業者は、知事に対し、前項の生活バス路線につ

いて、同項各号のいずれかに該当する旨を申し出ることができる。 
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第２章 生活バス路線維持費補助金 

 

 （補助対象系統） 

第６条 補助対象系統は、生活バス路線のうち、次に掲げるすべての要件を満たすものとする。 

(1) 栃木県バス運行対策費補助金交付要領（平成１３年１１月３０日交第９９号）の補助対象外の

もの 

(2) １日当たりの運行回数が１０回以下のもの 

(3) 平均乗車密度が２人以上１５人以下のもの 

(4) 補助対象期間に当該系統の運行によって得た経常収益の額が同期間の当該路線の補助対象経常

費用に達していないもの 

(5) 経常収益が補助対象経常費用の１１／２０以上の系統又は、経常収益が補助対象経常費用の１

１／２０に満たない系統で、市町村が補助することにより経常収益並びに市町村の補助額の合計

額が補助対象経常費用の１１／２０に相当する額に達するもの 

 （補助対象事業者） 

第７条 補助対象事業者は、栃木県内で生活バス路線を運行する乗合バス事業者とする。 

 （補助対象経費の額） 

第８条  補助対象経費の額は、補助対象経常費用と経常収益との差額とする。ただし、補助対象経常費

用の９／２０に相当する額を限度とする。また、他の運行系統との競合区間の合計が５０％以上の

生活バス路線であって、当該競合運行系統の輸送量の和が１日当たり１５０人を超えるものに係る

補助対象経費の額は、次式により計算された額とする。 

   当該生活バス路線の補助対象経常費用と経常収益との差額× 

                      当該生活バス路線の総キロ程－競合区間に係るキロ程  

当該生活バス路線の総キロ程 

 （補助対象系統の要件成否の決定） 

第９条 補助対象系統の要件成否は、当該補助対象期間の末日における状態に応じて決定するものと

する。 

 （補助金の交付の申請） 

第１０条 補助金の交付を受けようとする者は、第３号様式による栃木県生活バス路線維持費補助金

交付申請書に次の各号に掲げる書類を添えて、補助金の交付を受けようとする会計年度の１１月２

０日までに知事に提出するものとする。 

(1) 補助対象期間に係る旅客自動車運送事業等報告規則（昭和３９年運輸省令第２１号）第２条第

２項の事業報告書及びこれに関連する必要な事項を記載した書類 

(2) 第３号の２様式による補助対象期間に係る運行系統別輸送実績及び平均乗車密度算定表（補助

対象系統に係るものに限る。） 

(3) 第４号様式による事業評価結果シート 

 （事業評価の実施） 

第１１条 前条の申請をする乗合バス事業者は、申請系統の補助対象期間における運行状況等につい

て評価を行い、第４号様式による事業評価結果シートを知事に提出しなければならない。 

 （補助金の交付額） 

第１２条 補助金の交付額は、予算の範囲内において、補助対象経費の１／２に相当する額以内で知

事が定める額とする。ただし、単一の市町村内を運行する系統のうち平均乗車密度が５人未満の系

統の補助金の交付額は、予算の範囲内において、補助対象経費の１／２に相当する額に、当該平均乗

車密度を５で除した数値を乗じた額以内の額で、知事が定める額とする。なお、県と協調して関係市
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町村が補助する額（第６条第５号の額を除く。）を上限とする。 

 （補助金の交付の決定及び額の確定等） 

第１３条 知事は、第１０条の規定により提出された申請書を審査の上、これを正当と認めるときは、

補助金の交付の決定及び額の確定を行い、すみやかに当該申請者にその旨を通知する。 

 （補助金の交付の周知） 

第１４条 補助金の交付を受けた乗合バス事業者は、補助金交付系統を運行する車内に県及び市町村

からの補助を受けている旨の掲示をしなければならない。 

 （補助金の経理等） 

第１５条 補助金の交付を受けた乗合バス事業者は、補助金に係る経理について、他の経理と明確に

区別した帳簿を備え、その収支状況を明らかにしておくものとする。 

２ 乗合バス事業者は、前項の帳簿及び補助金の経理に係る証拠書類を、補助金の交付を受けた日の

属する会計年度の終了後５年間保存しておくものとする。 

 （補助金の交付の取り消し及び返還） 

第１６条 知事は、補助金の交付を受けた乗合バス事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めた

ときは、補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若し

くは一部の返還を命ずることができる。 

(1) この要領の規定に違反したとき。 

(2) 補助金の交付の決定の条件に違反したとき。 

(3) 補助金交付申請書に虚偽の記載をしたとき。 

 （適用除外） 

第１７条 規則第１１条から第１５条までの規定は適用除外とする。 

 

第３章 特定課題系統に係る特例 

 

 （特定課題系統の選定） 

第１８条 知事は、協議会の協議結果を踏まえて、特定課題系統を選定し、当該系統を運行する乗合バ

ス事業者にその旨を通知するものとする。 

２ 特定課題系統の選定は、１回の選定において１乗合バス事業者につき１系統を原則とする。 

３ 知事は、第１項の選定を行った日が属する会計年度から起算して３年間は、同一事業者が運行す

る他の系統について特定課題系統の選定を行わないものとする。 

 （改善計画の承認） 

第１９条 特定課題系統を運行する乗合バス事業者は、当該特定課題系統の見直し、改善の取組等を

記載した改善計画を策定し、知事の承認を受けなければならない。 

２ 前項の承認を受けようとする乗合バス事業者は、第５号様式による改善計画承認申請書に第５号

の２様式による改善計画書を添付して、当該改善計画に基づく見直し、改善の取組を開始する日が

属する補助対象期間の直前の４月末日までに、知事に提出するものとする。 

３ 第１項の改善計画の変更をしようとする乗合バス事業者は、第５号の３様式による改善計画変更

申請書を知事に提出するものとする。 

４ 知事は、前２項の規定による申請が行われた場合に、当該申請に係る内容が次に掲げる事項を勘

案して適当であると認められるときは、協議会の協議結果を踏まえて、計画又は変更の承認を行い、

その旨を通知するものとする。 

(1) 計画に記載した取組内容の妥当性 

(2) 収支目標の適切性 
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５ 乗合バス事業者は、前項の承認を受けた改善計画の取組を実施しなければならない。 

 （インセンティブ補助金） 

第２０条 特定課題系統については、前章の補助金のほか、インセンティブ補助金を交付することと

する。 

２ 前項の補助対象系統は、次に掲げる要件のすべてを満たすものとする。 

(1) 前条に規定する改善計画の承認を受けること。 

(2) 承認を受けた改善計画の取組を実施すること。 

(3) 承認を受けた改善計画の収支目標を達成すること。 

(4) 特定課題系統キロ当たり欠損額が基準期間（改善計画の取組を開始した日の属する補助対象期

間の前補助対象期間をいう。以下同じ。）の特定課題系統キロ当たり欠損額を下回ること。 

 （補助対象事業者） 

第２１条 補助対象事業者は、前条第２項に該当する特定課題系統を運行する乗合バス事業者とする。 

 （補助対象経費の額） 

第２２条 補助対象経費の額は、次の各号に掲げる式により得られた額とする。ただし、第２号の規定

は、乗合バス事業者キロ当たり経常費用が地域キロ当たり標準経常費用を下回っている場合に適用

する。 

(1) ｛（特定課題系統キロ当たり経常収益－基準期間における特定課題系統キロ当たり経常収益）

＋（基準期間におけるキロ当たり補助対象経常費用－キロ当たり補助対象経常費用）｝×実車走行

キロ×２０％ 

(2) （地域キロ当たり標準経常費用－乗合バス事業者キロ当たり経常費用）×実車走行キロ×１０％ 

２ 第８条また書の規定は、前項の補助対象経費の額について準用する。 

３ 第１項の規定は、改善計画に基づく見直し、改善の取組を開始する日が属する補助対象期間に係

る補助金の交付を受けようとする会計年度から起算して３年間に限り適用する。 

 （補助金の交付の申請） 

第２３条 補助金の交付を受けようとする者は、第１０条の規定によるほか、次に掲げる書類を補助

金の交付を受けようとする会計年度の１１月２０日までに知事に提出するものとする。 

(1) 第６号様式による実績報告書 

 （補助金の交付額） 

第２４条 補助金の交付額は、予算の範囲内において、補助対象経費の額以内で知事が定める額とす

る。なお、第１２条ただし書の規定は、本項の補助金の交付額について準用する。 

２ 特定課題系統について、第１０条第１項の補助金の交付の申請があった場合において、次の各号

に掲げる事項のいずれかに該当すると認められるときは、第１２条中「１／２」を「１／３」と読み

替えて適用する。 

(1) 当該特定課題系統の選定の日から３年を経過した日が属する補助対象期間の翌補助対象期間の

末日までの間に第１９条第４項の承認を得られないとき。 

(2) 前号の期間において承認を受けた改善計画の取組が実施されていないとき。 

 （準用規定） 

第２５条 第１３条から第１７条までの規定は、本章の補助について準用する。 

 

     附 則 （平成１４年３月１２日交第１５３号） 

１ この要領は、平成１３年度分の補助金から適用する。ただし、平成１３年度の補助対象期間は、

平成１３年４月１日から平成１３年９月  ３０日までの６か月間とする。 

２ 平成１３年度については、第６条中「１１月１５日まで」とあるのは「３月２７日まで」とする。 
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３ 平成１３年度については、第９条中「会計年度の２月２０日まで」とあるのは「平成１４年４月１

５日まで」とする。 

４ この要領は、３年後に見直しを行うものとする。 

５ この要領は、平成２５年度分限り、その効力を失う。 

 

   附 則 （平成１９年３月２９日交第２０９号） 

１ この要領は、平成１９年度分の補助金から適用する。 

２ この要領は、平成２２年度分限り、その効力を失う。 

 

   附 則 （平成２１年３月２７日交政第２３８号） 

１ この要領は、平成２１年度分の補助金から適用する。 

 

   附 則 （平成２２年４月２１日） 

１ この要領は、平成２３年度分の補助金から適用する。 

 

   附 則 （平成２３年９月１２日） 

１ この要領は、平成２３年度分の補助金から適用する。 

 

   附 則 （平成２５年４月１日） 

 この要領は、平成２６年度分の補助金から適用する。 

 

   附 則 （平成２６年３月２８日） 

１ この要領は、平成２７年度分の補助金から適用し、平成２６年度分の補助金については、なお従前

の例による。 

２ この要領は、平成３０年度分限り、その効力を失う。 

 

   附 則 （平成３０年６月１２日） 

１ この要領は、平成３１年度分の補助金から適用し、平成３０年度分の補助金については、なお従前

の例による。 

２ この要領は、平成３３年度分限り、その効力を失う。 

 
附 則 （令和３年３月１０日） 

令和２年度分の補助金におけるこの要領の適用については、以下のとおりとする。 

(1) 令和元年度にこの補助金又は栃木県バス運行対策費補助金の交付を受けた系統については、

第６条第３号の規定は、適用しない。 

(2) 第 10 条の規定の適用については、「補助金の交付を受けようとする会計年度の 11 月 20 日」

とあるのは、「知事が定める日」とする。 

(3) 令和元年度にこの補助金又は栃木県バス運行対策費補助金の交付を受け、かつ、同年度の平均

乗車密度が５人以上であった系統については、第 12 条ただし書の規定は、適用しない。 

 

   附 則 （令和３年９月３０日） 

１ この要領は、令和４年度分の補助金から適用する。 

２ この要領は、令和６年度分限り、その効力を失う。 
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附 則 （令和４年３月８日） 

令和３年度分の補助金におけるこの要領の適用については、以下のとおりとする。 

(1) 令和元年度にこの補助金又は栃木県バス運行対策費補助金の交付を受けた系統については、

第６条第３号の規定は、適用しない。 

(2) 第 10 条の規定の適用については、「補助金の交付を受けようとする会計年度の 11 月 20 日」

とあるのは、「知事が定める日」とする。 

(3) 令和元年度にこの補助金又は栃木県バス運行対策費補助金の交付を受け、かつ、同年度の平均

乗車密度が５人以上であった系統については、第 12 条ただし書の規定は、適用しない。 
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